
 

 

自由民主党 

予算・税制等に関する政策懇談会 

― 生活衛生関係営業 要望書 ― 

 

 

Ⅰ．新型コロナ、物価高騰対策等関係予算要望 

Ⅱ．令和５年度 税制改正等要望 

 

 

 

 

令和４年１１月１日 

一般社団法人 全国生活衛生同業組合中央会 

理 事 長 田 中 秀 樹 

 

◇ 全国生活衛生同業組合中央会の構成団体 

・全国理容生活衛生同業組合連合会 

・全日本美容業生活衛生同業組合連合会 

・全国興行生活衛生同業組合連合会 

・全国クリーニング生活衛生同業組合連合会 

・全国公衆浴場業生活衛生同業組合連合会 

・全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 

・全国麺類生活衛生同業組合連合会 

・全国氷雪販売業生活衛生同業組合連合会 

（生活衛生同業組合連合会（１６業種）） 

・全国食肉生活衛生同業組合連合会 

・全国飲食業生活衛生同業組合連合会 

・全国すし商生活衛生同業組合連合会 

・全国食鳥肉販売業生活衛生同業組合連合会 

・全国喫茶飲食生活衛生同業組合連合会 

・全国中華料理生活衛生同業組合連合会 

・全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会 

・全国料理業生活衛生同業組合連合会 



 
 

（参 考） 

 

 

（一社）全国生活衛生同業組合中央会 構成団体 

 

  全国理容生活衛生同業組合連合会     理事長 大 森 利 夫 

  全日本美容業生活衛生同業組合連合会   理事長   井 眞 人 

  全国興行生活衛生同業組合連合会     会 長 佐々木 伸一 

  全国クリーニング生活衛生同業組合連合会  副会長 小 倉 正 基 

  全国公衆浴場業生活衛生同業組合連合会  理事長 近 藤 和 幸  

  全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会  会 長 多 田 計 介 

  全国麺類生活衛生同業組合連合会     理事長 田 中 秀 樹 

  全国氷雪販売業生活衛生同業組合連合会  理事長 福 島 美 男 

  全国食肉生活衛生同業組合連合会     会 長 肥 後 辰 彦 

  全国飲食業生活衛生同業組合連合会    会 長 森 川  進 

  全国すし商生活衛生同業組合連合会    会 長 浅 野 哲 哉 

  全国食鳥肉販売業生活衛生同業組合連合会 会 長 新 井 眞 一 

  全国喫茶飲食生活衛生同業組合連合会   会 長 田 村   眞 

  全国中華料理生活衛生同業組合連合会   会 長 光 森 幸 夫 

  全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会  会 長 友 本 正 己 

  全国料理業生活衛生同業組合連合会    会 長 三 田 芳 裕 



 
 Ⅰ.新型コロナ、物価高騰対策等関係予算要望 
 

一般社団法人 生活衛生同業組合中央会 
 

平素より生活衛生関係営業に対しまして、ご指導、ご支援いただいており

ますことに、心より感謝申し上げます。 
 

新型コロナの感染者数減少によって移動制限等が緩和され、サービス業で

ある私ども生活衛生業もお客様が増えて売上が向上することを大変期待して

います。しかし 3 年に迫るコロナ禍の長期化は業界の想像も及ばず、未曽有

の被害と膨大な債務に今なお多くの事業者が苦しみながら事業の再生・復活

に苦慮する中、さらにエネルギーや物価の高騰が拍車をかけ、事業者はコロ

ナ禍から立ち直る間もなく引き続き事業継続に大きな不安を抱えています。 
 

このような状況においても、生活衛生業界は、引き続きコロナ感染防止策、

ガイドライン遵守に真摯に取り組みつつ、収益力向上、業界復活を目指して

いますので、次に示す各種の要望について具体的な施策や予算に反映して生

活衛生業の復興をご支援いただきますよう衷心よりお願い申し上げます。 

 

【生活衛生業 復興支援策等の要望】 
 

１ 新型コロナウイルス感染症の類型、感染者対応の見直し 
 

感染症法に規定する新型コロナウイルス感染症の類型（2 類～５類等）に 

ついて早急に見直すとともに、感染者の隔離、濃厚接触者への対応変更等

について事業者への周知を一層徹底できるよう支援してください。なお、

新型コロナ関係の医療費や検査費用は国費負担としてください。 

また、これらの変更を反映するなどして改定した業種別ガイドラインと

都道府県による第三者認証基準の整合性が図られるよう都道府県に要請し

てください。自治体によって認証基準や取り扱いが業種別ガイドラインと

異なる現状においては、お客様も事業者・店舗等も戸惑っています。 

このため、ガイドラインの改定(緩和)内容を、お客様に広く知っていただ

くことにより、ガイドラインを遵守して十分な感染防止策に取り組む店舗

等をお客様が安心してご利用いただくことが当業界の復興に不可欠です。 
 
 
 
 
 



 

２ 収益向上のための各種専門家による相談、指導を拡充 
 

小規模事業者が中心の生活衛生業において、コロナ禍による影響を早期

に回復するため実施している収益力向上等の専門家による相談、指導等が

効果を挙げているため、これらの事業をさらに充実強化してください。 

また、Ｗｅｂ等のＩＴ機器を使用して行う助成金、融資等の申請・申込

事務に不慣れな事業者を専門家等によって援助してください。 

 

３ デジタル化を促進して生活衛生業の店舗力強化を支援 
 
キャッシュレス化にも対応できていない小規模店舗等、デジタル化が遅

れている生活衛生業界が社会全体の DX（デジタル・トランスフォーメーシ

ョン）に乗り遅れないよう、デジタル化の促進、活用による店舗力強化を

進めるための収益アップ事業を支援してください。 

また、キャッシュレス化促進の阻害要因となっているクレジット決済の

手数料について低減化を強力に進めてください。業種や店舗規模、売上げ

によって手数料率が異なるため、小規模事業者が多い生活衛生業において

は手数料率が高く、キャッシュレス導入の妨げとなっています。 

 

４ 「全国旅行支援事業」の延長、「ＧｏＴｏキャンペーン」の再開 
 
生活衛生業界のみならず、国民が再開を期待しているＧoＴo キャンペー

ンの類似事業として開始された全国旅行支援事業を延長するとともに、Ｇo

Ｔo イートキャンペーン等についても全国的に再開してください。 

生活衛生事業者は、全国旅行支援事業の実施期間終了後の状況を心配し

ています。お客様の消費活動が冷え込まないように、引き続きＧoＴo キャ

ンペーンや類似の事業、イベントの開催等を支援してください。 

 

５ 雇用調整助成金特例措置の延長、拡充 
 

コロナ感染者数の減少傾向や全国旅行支援事業等の実施によって宿泊、

飲食業等を中心に従業員の雇用は確保されるようにも思われますが、営業

地域やその周辺環境、さらには膨大な債務負担(追加融資や返済条件変更の

手続きが継続中で事業の完全再開に至らない場合等。)やエネルギー・物価

高騰によって事業が完全復活に至らない事業者は引き続き雇用調整が必要

です。このため、現在延長されている「雇用調整助成金特例措置」はコロナ

禍が終息して生活衛生業の売上が回復するまでの間は継続延長するととも

に上限額は引き下げないでください。 



 

６ 債務増大に苦しむ生活衛生業者の資金繰り支援を拡充 
 

(1) 「中小企業活性化パッケージ NEXT」を加速する弾力的融資の徹底 

長引くコロナ禍及びエネルギー、原材料の値上げ等の物価高騰に苦し

む生活衛生事業者に対する融資の弾力的な運用を徹底してください。 

コロナ禍、物価高騰対応融資については、業種の状況に応じて融資枠

を拡大するとともに、各事業者の現下(直近)の財務内容や既存融資残高の

状況を重視する硬直的な融資判断とすることなく、事業内容の強みや今

後の需要回復見通しなどの将来性を勘案した弾力的かつ事業者復活を助

長する踏み込んだ柔軟な融資を行ってください。 
 

(2) 「無利子・無担保融資」の再開と公庫融資の取扱延長、緩和 

コロナ禍、物価高騰対策として、日本政策金融公庫等による「無利子・ 

無担保融資」の再開や、返済期間、取扱期限の延長、既往債務の条件変 

更のほか、追加融資に対して柔軟に対応するなど、次の事項について金 

融機関等へ要請してください。 
 

  ・本年 9 月末で終了した「無利子・無担保融資」について、物価高騰 

対策として民間金融機関による取り扱いを含め、再開に向けた支援 

を行うこと 
 

・令和 5 年 3 月末まで延長された日本政策金融公庫の新型コロナ特別 

貸付及び新型コロナ対策衛経貸付について、令和 5 年度以降も継続 

すること 
 

  ・新型コロナ特別貸付の 上限額(8000 万円)を業種や事業規模等に応じ 

   て引き上げるとともに、返済・据置期間を延長すること 
 

  ・コロナ感染者の減少により売上げの増加が期待される一方、納税資金 

等を含む運転資金の融資が望まれているため、これらに対応する弾力 

的な取り扱いを行うこと 
 

 ・スタートアップへの融資利率の引き下げなど、創業者向けの融資制度 

  を拡充すること 
 

(3) 事業再生を更に後押しする支援の拡充 

生活衛生業が抱える過大な債務・二重ローンを解消するとともに、当 

該対象事業者に対する出資や債務保証、経営指導等を行うことによって

事業の再開・継続に向けた支援を拡充してください。 
 
 



 
７ 受動喫煙防止対策助成制度の継続 

 
生活衛生業における受動喫煙防止対策、特に喫煙室の設置など費用負担

の発生する対策は、コロナ禍への対応を優先するため十分に取り組めない

状況が続いていることから、現行の経過措置及び受動喫煙防止対策助成制

度を継続してください。 

 

生活衛生業は、以上のようなコロナ禍や物価高騰の影響のみならず、様々な

課題、要望を抱えています。 
 

政府が進める「新しい資本主義」を創造する過程において生活衛生業界が抱

える課題を「新たな業界成長のエンジン」として取り組んでいくためには、後継

者不足や人員不足を解消する 「人材への投資、育成」 が不可欠です。 

このため、生活衛生業における人材育成や文化的事業を支援する「生活衛生

ひと・ことづくり事業補助 」 の創設等を是非ご検討、実施いただき、生活衛生

業の将来に安定・安心を与えてください。 

 



 

Ⅱ.令和５年度 税制改正等要望  

一般社団法人 生活衛生同業組合中央会 
 
コロナ禍の想像を超える長期化に加えて、エネルギーや物価高騰に伴い、

さらなる苦境に陥るなかで、事業を継続することに必死となっている生活衛

生業の多くの小規模事業者にとっては、租税公課が経営上の大きな負担とな

っています。納税が国民の義務であることは承知しつつも、多くの事業者は

引き続き、免除、猶予を願っています。 

つきましては、コロナ禍の収束とともに生活衛生業が立ち直っていくこの

時期に、中小企業・小規模事業者の窮状を救済するため、各種納税について

の減免・猶予を極力弾力的に取り扱うとともに、税制改正においても特段の

ご配慮をいただきますようお願い申し上げます。 
 

【消費税に関する要望事項】 
 
１ 消費税の減免並びに免税点、簡易課税適用売上高の引き上げ 

及び消費税外税表示の恒久化などの措置を講じてください。 
 
(1) コロナ禍や物価高騰による消費の落ち込みを回復基調に導くため、 
期間を限定してでも消費税の減免を実施してください。 

 
(2) 軽減税率に対応する生活衛生業は、消費税申告のために課税仕入れの 

帳簿記録や証明に必要な書類等の保存・管理が多大な事務負担となって 
ているため、軽減税率の廃止を含む適用範囲を見直してください。 

  
(3) インボイス(適格請求書)制度への対応は困難。廃止してください。 

  
(4) 厳しい経営環境にある生活衛生業の経営を支援するため、以下の事項 
に配慮した税制措置としてください。 
 
① 免税点の１千万円を２００４年以前の３千万円へ戻す 
② 簡易課税適用売上高の５千万円を２００４年以前の２億円へ戻す 
③ 消費税転嫁に要する事務経費の一定額を税額控除対象とする 
④ 消費税転嫁促進のため外税表示を恒久化（又は特別措置延長）する 

 
【交際費の課税に関する要望事項】 
 

２ 交際費に対する課税を撤廃してください。 
 

交際費に対する課税は、生活衛生業にとって売上を大きく低迷させる
要因となっているなか、コロナ禍によってさらに影響が生じているため、
期限を限定してでも企業規模を問わずに交際費の全額について損金算入
を可能としてください。 
なお、飲食費に限る交際費の５割まで損金算入できる現行の特例措置

の運用については、５千円を限度とする飲食費を３万円まで認めてくだ
さい。 



【地方たばこ税に関する要望事項】 
 
３ 地方たばこ税を活用した分煙環境の整備を促進してください。 
  

    「令和２年度税制改正大綱」(与党)において、地方たばこ税の活用を 
含め、地方公共団体が積極的に屋外分煙施設等の整備を図るよう促すこと 
とされていますが、インバウンド等観光客の誘致、受動喫煙防止対策促進 
のため、地方公共団体による商店街・繁華街等への公共喫煙所の整備を 
「地方たばこ税」を活用して推進するため、政府の税制大綱にも同様に盛 
り込んでください。 

 
【生活衛生業の全業種に関係する要望事項】 
 
４ 後継者がいない小規模事業者等の第三者への事業継承を促進

するため、承継時の負担軽減措置を講じてください。 
 
  生活衛生業の小規模事業者等は地域経済や雇用を支える重要な存在であ
り、個人事業者等の小規模事業者の役割を継続して維持、発展させていく
ために第三者への事業継承についても円滑化が不可欠です。そのため、後
継者のいない小規模事業者等が保有する事業用資産について、従業員等の
第三者への事業継承時に負担を軽減する措置を設けてください。 

 また、この度の旅館業法等の一部改正案によって事業譲渡による営業者の
地位の承継が図られることは重要です。法案を可決成立してください。 

 
５ 生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却
制度の適用期限を延長してください。 

 

生活衛生同業組合（出資組合に限る）及び生活衛生同業組合小組合が
策定する振興計画に基づく共同利用施設の設置に係る特別償却制度（取
得価格の６％）において、例えば、クリーニング業界では、環境規制等
により工場を市街地から郊外における共同設置へ転換する場合。 
また、他業種においても、中小・小規模施設組合員の製販分離による

機械設備の共同化を促進するため、適用期限を延長するとともに、取得
価格、適用比率等をより有利なものとしてください。 

 
６ 法人税の課税所得金額を引き上げてください。 
  

    中小企業の法人税は、所得金額で税率が変わりますが、中小企業者等の
法人税率は、その年の所得金額が800万円以下であれば「19％」ですが、
そこからさらに租税特別措置によって税率が「15％」まで軽減されていま
す。 
昭和56年以来、800万円以下に据え置かれている軽減税率の適用所得金額 

を少なくとも倍の1600万円程度に引き上げてください。 
なお、軽減税率の適用所得金額を引き上げることができない場合は、租 

税特別措置の適用期限が令和５年３月末日となっていることから、適用期 
限を延長してください。 



 
７ 中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税 
額等の特別控除（中小企業投資促進税制）を延長してください。 
 

生活衛生業の中小企業、小規模事業者等が生産性向上等を図るための 

 機械装置、ソフトウェア等を取得した場合に、取得価額の３０％を特別償

却、又は７％を税額控除できる措置について適用期限を２年延長してくだ

さい。 

 

 
８ 中小企業等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償 
却又は法人税額等の特別控除（中小企業等経営強化税制）を延
長・強化してください。 

 

生活衛生業の中小企業者等が、経営力向上計画（中小企業等経営強化法

認定）に基づき取得する生産性向上設備について、即時償却、又は７％税

額控除（資本金 3000 万円以下、又は個人事業主は 10%）できる措置につ

いて、適用期限を２年延長するなどの措置を講じてください。 

 
 
９ 物価高騰に伴うコスト負担増に対する法人税の減免等を講じ

てください。 
 

物価高騰が地域の中小企業の経営を直撃し、販売価格を上げるという対
応を取る企業が増えている中、生活衛生営業者にとっては価格転嫁できな
い状況が続いており、今後も物価高騰が続くことが想定される大転換期に
おいて、生活衛生営業者が収益を確保するための取組は喫緊の課題となっ
ています。 
加えて、コロナ禍の長期化でダメージを受けている生活衛生営業者への

影響を減少させ、経営者の心が折れずに、今後も事業と雇用を維持するた
めに物価高騰に伴うコスト負担増に対する法人税の減免等を講じてくださ
い。 

 
 
１０ バリアフリー化を進める生活衛生業の店舗・施設に対する

法人税の減免等を講じてください。 
 

超高齢社会や障害者に対応する人にやさしい段差のないバリアフリーを 
進める理容店、美容店、飲食店等、車椅子で利用できる店舗への改築等を 
促進する生活衛生業の店舗・施設のための助成金、法人税の減免等につい 
て検討してください。 

 



 

１１ 法人住民税均等割の緩和是正について 
 

赤字運営により所得金額がマイナスになっても、法人所得税以外にも
納めなければならない法人住民税均等割については、自治体ごとに法人
の従業員数や資本金などの規模により算定されていますが、生活衛生同
業組合の場合、非出資組合でありかつ純粋な組合費のみで運用している
組合も少なくありません。このようなケースでは、納付額が全収入の約
２０％を占める組合数が数多くあり負担苦となっています。 
法人住民税均等割の法人区分に基づく均等割合額の算定につき、小規

模法人及び収益事業の無い非出資組合など継続運営に着目した課税算定
額の見直しを検討してください。 
 

 
 
１２ 先端設備等導入計画に基づく固定資産税軽減の対象期間を

延長してください。 
 
  中小企業等経営強化法による認定を受けた先端設備等導入計画に基づき、
中小企業者が取得する一定の要件を満たした設備（機械装置、器具備品、
建物附属設備）について、固定資産税の課税標準を３年間、０から１/２の
間で市町村が定めた割合に軽減されますが、４年度中に取得したものが対
象となっているので、取得対象期間の延長してください。 

 
 
１３ 東日本大震災に伴う特別貸付に係る消費貸借契約書の印紙

税の非課税措置を延長してください。 
 

東日本大震災により被害を受けた中小企業者等を対象に、特別貸付を 
行う場合の印紙税を非課税とする特例措置の適用期限を５年延長してく 
ださい。 

 
 

１４ 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特別貸付等に係る

消費貸借契約書の印紙税の非課税措置を延長してください。 
 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者の特別貸付等に
係る消費貸借契約書の印紙税の非課税措置を延長してください。 

 
 
 
 
 
 



【特定業種に関する要望事項】 
 
１５ 旅館・ホテル業等に対する固定資産税に係る土地評価額 

及び建物評価制度について抜本的に見直してください。 
 

旅館・ホテルをはじめ、料亭、映画館等は、広い土地に建物を建て事業
を営んでおり、総資産の中に占める固定資産税の比率が著しく高い業種で
す。中でも、建物については、措置産業としての特殊性から課税算出基準
の評価点が従来から何ら変わっておらず、算出基準は据え置かれたままと
なっています。 
このため、土地の評価、建物評価制度について抜本的に見直すとともに

税率の軽減措置を創設してください。 
 
１６ 料亭等の固定資産税及び土地評価額、建物評価額を見直し

てください。  
 

料亭・日本料理店は、築 100年を超える建物や土地面積も広くそれら維
持費も相当掛かり、年間の売上に対して固定資産税負担や事業運営の年間
固定費の割合が高く、訪日外国人観光客も全く見込めないこととコロナ禍
における売上の減収が著しく、事業存続か否か廃業或いは営業権譲渡の岐
路に立たされている組合員が昨年度より増えてきている状況です。 
そんな中、事業継続に建物の維持管理や修繕等、設備投資する余裕もな

く次代に繋げる後継者問題や事業継承、承継も含め、業界の将来は非常に
暗いと言わざるを得ない状況です。 
日本の食文化と伝統を守り継承していくためにも、固定資産税及び土地

評価額、建物評価額の見直しを検討してください。 
 
１７ 興行場に対する固定資産税、法人税を減免してください。 
 

映画館等の興行場の新規出店や設備投資、施設改修には多大な費用が
かかるため、興行場に対する固定資産税の評価等を見直し、減免してく
ださい。 
また、安心して利用できる施設・設備とするため、耐震化、バリアフ

リー化、省エネ化を行った際には法人税を減免してください。 

 
１８ クリーニング業の店舗・施設に対する法人税の減免等を講 

じてください。 
 

石油製品に囲まれて成り立っているクリーニング業で原油価格の高騰、
エネルギー価格の高騰は致命的なマイナス要因となっています。特に価
格に反映させずにスケールメリットで吸収することのできる大手企業、
量販店との競合の中で価格転嫁が非常に厳しく経営を圧迫しています。
ガソリン、灯油、重油だけでなく、溶剤や洗剤、ポリ包装やプラスチッ
クハンガーに至るまで、影響の大きさを鑑みて助成金、法人税の減免等
について検討してください。 



 

１９ 旅館・ホテル業に対する事業所税を撤廃してください。 
 

事業所税は、人口３０万人以上の都市等が都市環境整備及び改善に関す
る事業に要する費用に充てるため、都市の行政サービスと所在する事業所
等との受益関係に着目し昭和５０年度に創設されました。都市整備につい
ては、その目的はほぼ達成され、また、行政サービスとの関係での租税負
担は事業税に織り込まれているため、現状は二重課税となっています。 

   また、政府で推し進める好循環の実現についても、資産割や従業者給与
割を納税義務者としている限りは、事業所の設備投資や従業者の賃金引き
上げにも影響を及ぼすことから、事業所税を撤廃してください。 

 
 
２０ 入湯税の使途を「鉱泉源の保護・管理」に限定してください。

なお、使途を厳守できない場合は入湯税を廃止してください。 
 

入湯税は、鉱泉浴場における入湯行為に対して課税されているものであ
り、本来、納税者である入湯客のために使用されるべきものです。現在、
入湯税は「環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防
活動に必要な施設の整備並びに観光振興（観光振興の整備を含む）」に充
てることとされていますが、現在その大半が使用されている環境衛生施設、
消防施設その他消防活動に必要な施設の整備は、本来、住民税等により賄
うものであり、入湯客から徴収する入湯税は、鉱泉浴場の事業者及び特別
徴収義務者である宿泊事業者に使途を限定すべきと考えます。鉱泉源の保
護・管理に限定されないのであれば入湯税を廃止してください。 

 
 

２１ 理容師、美容師等の国家資格を職権により登録事項変更する
場合の非課税措置を創設してください。 
 
令和６年度中に運用開始予定の「国家資格等情報連携・活用システム（仮

称）」では、（所要の法令改正を経て）籍簿の登録事項に変更が有った場合、
資格管理者が職権で簿籍を変更できるようになります。 
理容師及び美容師の国家資格において、資格管理者が職権で登録事項を

変更した場合に生じる登録免許税について、非課税措置を講じてください。 
    



 


